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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第２四半期連結
累計期間

第65期
第２四半期連結
累計期間

第64期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（百万円） 39,970 42,325 87,879

経常利益（百万円） 172 167 754

四半期（当期）純利益（百万円） 131 79 347

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△27 △52 312

純資産額（百万円） 29,935 29,872 30,010

総資産額（百万円） 38,911 39,281 39,777

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
6.55 4.09 17.50

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 76.4 75.5 74.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,816 1,100 982

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△115 △230 △256

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△147 51 △444

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
10,430 10,081 9,158

回次
第64期

第２四半期連結
会計期間

第65期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
12.19 1.57

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、役務収益を含めて表示しております。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

４．第64期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

５．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

①経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災以降、次第に回復の兆しが見られると伝えられ

るものの、円高や欧州での信用不安が景気下振れリスクとして残り、また消費や雇用の情勢も依然として厳しいこ

となどから、先行きに対しては慎重な見方が広がってきております。

国際原油市況は、当初、産油国情勢の緊迫化により高値水準にあったものが、次第に景気後退懸念などの影響で下

落傾向を示しました。それでも我が国への原油や液化石油ガスの輸入価格は総じて前年同期を上回り、製品コスト

を押し上げる要因となりました。建設業界におきましては、住宅着工戸数が増加に転じるなど少しずつ明るさが見

えてはきたものの、依然として物件数の不足、小型化、過当競争に伴う収益の悪化といった問題は解決されず、厳し

い状況が続きました。

こうした中、当社グループは、第三次中期経営計画に従い、簡素で効率的な経営に徹し、新たな顧客層の開拓に取

り組みました。

以上のような状況により、当社グループの当第２四半期連結累計期間における売上高に役務収益を加えた営業収

益は、既存顧客での需要減少を新規顧客の獲得で補ったことやエネルギー価格の上昇により423億２千５百万円

（前年同期比5.9％増）となりました。またエネルギーでの利幅の圧縮には一定の歯止めがかかったものの完全な

回復には至らず、さらには建材での収益に落ち込みが見られたことなどから、営業損失は１億３千６百万円（前年

同期は営業損失７千９百万円）となりました。営業外収益では積極的な販売に基づき報奨金などを確保したことな

どにより、経常利益は１億６千７百万円（前年同期比3.0％減）、四半期純利益は７千９百万円（前年同期比39.4％

減）となりました。

セグメント別での業績は次のとおりとなっております。

産業エネルギーでは、大震災以後の供給過剰体質から脱却できない市場環境の中にあって、適正市況・適正利幅

の確保に苦慮いたしました。しかしながら、販売基盤の強化を積極的に推し進め、潤滑油販売ではエコ商品を中心に

販売量を伸ばしました。また業務用ガスでは大手外食チェーンを中心に取引を拡充いたしました。

以上により売上高（役務収益を含む）は、204億７千４百万円（前年同期比7.8％増）となりました。

建設資材では、施主、開発業者、建設業者との連携を一層強化し、営業情報の早期収集を徹底した結果、セメント・

生コンクリートともに販売量を伸ばしました。しかしながら、サッシや硝子など一部の建材商品では物件の小型化

や競争の激化により、製品価格が著しく値下がりし売上規模は縮小いたしました。

以上により売上高（役務収益を含む）は、146億５千４百万円（前年同期比3.9％増）となりました。

生活サポートでは、家庭用液化石油ガスを販売している連結子会社のうち２社について、より顧客目線に立った

地域密着営業を展開していくために、社名を「株式会社ウェルビー湖南」「株式会社ウェルビー長浜」に統一し、

ガス機器・リフォーム・太陽光発電システムなど住生活全般を網羅した総合販売体制作りを行いました。サービス

ステーションについては、引き続きカーケア販売力の強化に取り組み、オペレーションの高度化や商材の拡充など

に努めました。

以上により売上高（役務収益を含む）は、71億８千５百万円（前年同期比4.4％増）となりました。
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②財政状態の分析

（資　産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、392億８千１百万円となり、前連結会計年度末と比較して４億９

千５百万円の減少となりました。主な要因は、「現金及び預金」が11億６千５百万円、「工事未収金」が３億４千１

百万円増加した一方で、「受取手形及び売掛金」が16億８千万円、「有価証券」が１億円、「投資有価証券」が３億

５千５百万円それぞれ減少したことによるものであります。

（負　債）

当第２四半期連結会計期間末における負債は、94億９百万円となり、前連結会計年度末と比較して３億５千７百

万円の減少となりました。主な要因は、「工事未払金」が１億３千６百万円、「短期借入金」が１億５千４百万円増

加した一方で、「支払手形及び買掛金」が３億７千５百万円、「未払金」が１億３千２百万円、「未払法人税等」が

２億４百万円それぞれ減少したことによるものであります。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、298億７千２百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億３

千７百万円の減少となりました。主な要因は、剰余金の配当８千３百万円と四半期純利益７千９百万円により「利

益剰余金」が３百万円減少し、又、「その他有価証券評価差額金」が１億２千４百万円減少したことによるもので

あります。

この結果、自己資本比率は75.5％、１株当たり純資産は1,521円82銭となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。)は、100億８千１

百万円となり、前連結会計年度末と比較して９億２千２百万円の増加となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益、売上債

権の減少及び仕入債務の減少、その他の流動負債の減少、法人税等の支払額等の結果、11億円の資金の増加（前年同

四半期は18億１千６百万円の資金の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出、有形及

び無形固定資産の取得による支出及び有価証券の償還による収入、投資有価証券の償還による収入等の結果、２億

３千万円の資金の減少（前年同四半期は１億１千５百万円の資金の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れによる収入及び配当金の

支払額等の結果、５千１百万円の資金の増加（前年同四半期は１億４千７百万円の資金の減少）となりました。

なお、提出会社の配当金につきましては、８千３百万円の支払を行っております。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 95,802,000

計 95,802,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 24,053,942 24,053,942
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 24,053,942 24,053,942 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 24,053,942 － 5,549 － 5,456
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（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

コスモ石油株式会社 東京都港区芝浦１丁目１－１ 1,495 6.21

上原一晃 京都市右京区 1,466 6.09

有限会社ケイアイエンタプラ

イズ
京都市右京区嵯峨小倉山堂ノ前町10 1,150 4.78

ビービーエイチフオーフイデ

リテイーロープライスストツ

クフアンド

常任代理人㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行

東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,100 4.57

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町１丁目３－２ 1,098 4.56

金下建設株式会社 京都府宮津市字須津471－１ 801 3.33

豊国石油株式会社 大阪府高石市高砂２丁目６ 691 2.87

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 615 2.55

上原成商事従業員持株会 京都市中京区御池通烏丸東入仲保利町191 610 2.53

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 500 2.07

計 － 9,529 39.61

（注）１．豊国石油株式会社が所有している株式については、会社法施行規則第67条第１項の規定により議決権の

行使が制限されています。

２．上記のほか、自己株式が4,336千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

  普通株式     4,336,000
－ 単元株式数 1,000株

（相互保有株式）

  普通株式       691,000
－ 同　上

完全議決権株式（その他）   普通株式    18,952,000 18,952 同　上

単元未満株式 普通株式        74,942 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数               24,053,942 － －

総株主の議決権 － 18,952 －

（注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式710株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）      

上原成商事株式会社
京都市中京区御池通烏丸

東入仲保利町191番地
4,336,000 － 4,336,000 18.02

（相互保有株式）      

豊国石油株式会社
大阪府高石市高砂２丁目

６
691,000 － 691,000 2.87

計 － 5,027,000 － 5,027,000 20.89

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,102 11,268

受取手形及び売掛金 14,733 13,052

工事未収金 745 1,086

有価証券 100 －

商品及び製品 468 428

未成工事支出金 32 31

その他 375 410

貸倒引当金 △406 △401

流動資産合計 26,152 25,876

固定資産

有形固定資産 4,379 4,445

無形固定資産

のれん 14 10

その他 189 185

無形固定資産合計 204 196

投資その他の資産

投資有価証券 3,596 3,241

差入保証金 4,499 4,498

その他 1,061 1,134

貸倒引当金 △116 △111

投資その他の資産合計 9,041 8,762

固定資産合計 13,625 13,404

資産合計 39,777 39,281
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,153 4,778

工事未払金 384 521

短期借入金 29 183

未払法人税等 314 109

賞与引当金 166 195

役員賞与引当金 28 21

その他 2,444 2,354

流動負債合計 8,520 8,164

固定負債

退職給付引当金 367 363

役員退職慰労引当金 507 528

その他 370 353

固定負債合計 1,246 1,244

負債合計 9,767 9,409

純資産の部

株主資本

資本金 5,549 5,549

資本剰余金 5,455 5,455

利益剰余金 19,750 19,746

自己株式 △1,453 △1,453

株主資本合計 29,302 29,298

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 489 365

その他の包括利益累計額合計 489 365

少数株主持分 217 209

純資産合計 30,010 29,872

負債純資産合計 39,777 39,281
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 39,597 41,964

売上原価 37,300 39,594

売上総利益 2,296 2,370

役務収益 373 361

営業総利益 2,669 2,731

販売費及び一般管理費 ※
 2,749

※
 2,867

営業損失（△） △79 △136

営業外収益

受取利息 34 34

受取配当金 27 28

仕入割引 36 36

報奨金 80 99

持分法による投資利益 27 11

その他 81 127

営業外収益合計 287 338

営業外費用

支払利息 4 4

売上割引 14 18

その他 16 12

営業外費用合計 35 35

経常利益 172 167

特別利益

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 67 －

負ののれん発生益 87 －

その他 － 3

特別利益合計 154 3

特別損失

固定資産処分損 6 12

投資有価証券売却損 0 －

会員権評価損 0 －

減損損失 40 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 126 －

リース解約損 0 0

特別損失合計 175 13

税金等調整前四半期純利益 151 157

法人税等 28 85

少数株主損益調整前四半期純利益 123 71

少数株主損失（△） △7 △8

四半期純利益 131 79
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損失（△） △7 △8

少数株主損益調整前四半期純利益 123 71

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △151 △124

その他の包括利益合計 △151 △124

四半期包括利益 △27 △52

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △19 △44

少数株主に係る四半期包括利益 △7 △7
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 151 157

減価償却費 172 180

減損損失 40 －

長期前払費用償却額 7 7

のれん償却額 14 3

負ののれん発生益 △87 －

持分法による投資損益（△は益） △27 △11

投資有価証券売却損益（△は益） 0 －

会員権評価損 0 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 20

賞与引当金の増減額（△は減少） △12 29

退職給付引当金の増減額（△は減少） 0 △4

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2 △7

貸倒引当金の増減額（△は減少） △66 △10

受取利息及び受取配当金 △61 △63

支払利息 4 4

固定資産売却損益（△は益） △0 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 126 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,618 1,339

たな卸資産の増減額（△は増加） △14 41

差入保証金の増減額（△は増加） 6 0

その他の流動資産の増減額（△は増加） 360 △24

投資その他の資産の増減額（△は増加） △33 3

仕入債務の増減額（△は減少） △439 △235

その他の流動負債の増減額（△は減少） △446 △107

その他 18 16

小計 1,333 1,341

利息及び配当金の受取額 44 45

利息の支払額 △2 △2

法人税等の支払額 △29 △289

法人税等の還付額 470 4

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,816 1,100
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △142 △294

定期預金の払戻による収入 301 50

投資有価証券の取得による支出 △4 △2

投資有価証券の売却による収入 0 －

有価証券の償還による収入 200 100

投資有価証券の償還による収入 100 150

貸付けによる支出 △100 △12

貸付金の回収による収入 23 17

有形及び無形固定資産の取得による支出 △434 △212

有形及び無形固定資産の売却による収入 1 7

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△63 －

その他 3 △32

投資活動によるキャッシュ・フロー △115 △230

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 154

短期借入金の返済による支出 △47 －

リース債務の返済による支出 △13 △17

配当金の支払額 △86 △83

自己株式の取得による支出 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 － △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △147 51

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,553 922

現金及び現金同等物の期首残高 8,876 9,158

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,430

※
 10,081
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

１．偶発債務

連結会社以外の会社の銀行借入金及び商手割引に対

し、債務保証等を行っております。

㈱青山石油 30百万円

京滋運輸㈱ 60 

計 91 

１．偶発債務

連結会社以外の会社の銀行借入金及び商手割引に対

し、債務保証等を行っております。

㈱青山石油 25百万円

京滋運輸㈱ 57 

計 82 

セメント・生コンクリート協同組合等からの仕入債

務等に対し、保証を行っております。

京都中央生コン販売㈿ 100百万円(注)

滋賀南西部生コン販売㈿ 60      (注)

京都セメント・生コン卸㈿ 16      (注)

滋賀県セメント販売㈿ 3      (注)

その他（10社） 1 

（注）なお、京都中央生コン販売㈿、滋賀南西部生コン

販売㈿については、組合員１社当たりの極度額、京

都セメント・生コン卸㈿、滋賀県セメント販売㈿に

ついては、組合員のシェア割合分の極度額を記載し

ております。

セメント・生コンクリート協同組合等からの仕入債

務等に対し、保証を行っております。

京都中央生コン販売㈿ 100百万円(注)

滋賀南西部生コン販売㈿ 60      (注)

京都セメント・生コン卸㈿ 16      (注)

滋賀県セメント販売㈿ 3      (注)

その他（８社） 4 

（注）なお、京都中央生コン販売㈿、滋賀南西部生コン

販売㈿については、組合員１社当たりの極度額、京

都セメント・生コン卸㈿、滋賀県セメント販売㈿に

ついては、組合員のシェア割合分の極度額を記載し

ております。

２．受取手形割引高は、86百万円であります。
　

２．受取手形割引高は、41百万円であります。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

人件費 1,074百万円

賞与引当金繰入額 169 

役員賞与引当金繰入額 23 

退職給付費用 76 

役員退職慰労引当金繰入額 20 

貸倒引当金繰入額 1 
　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

人件費 1,158百万円

賞与引当金繰入額 195 

役員賞与引当金繰入額 24 

退職給付費用 78 

役員退職慰労引当金繰入額 20 

貸倒引当金繰入額 △5 
　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在） （平成23年９月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 11,737

担保提供又は預入期間が３か月を

超える定期預金
△1,306

現金及び現金同等物 10,430

 （百万円）

現金及び預金勘定 11,268

担保提供又は預入期間が３か月を

超える定期預金
△1,186

現金及び現金同等物 10,081
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（株主資本等関係）

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日  至平成22年９月30日）

１．配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 86 4.25平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月10日

取締役会
普通株式 86 4.25平成22年９月30日平成22年12月７日利益剰余金

  
Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日  至平成23年９月30日）

１．配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日

定時株主総会
普通株式 83 4.25平成23年３月31日平成23年６月29日利益剰余金

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月10日

取締役会
普通株式 83 4.25平成23年９月30日平成23年12月６日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）１
合計産業

エネルギー
建設資材

生活

サポート
計

売上高       

外部顧客への売上高 18,98614,098 6,880 39,964 5 39,970

セグメント間の内部

売上高又は振替高
117 0 7 124 － 124

計 19,10314,099 6,887 40,089 5 40,095

セグメント利益又は

損失（△）
236 164 △59 342 5 347

（注）１．「その他」の区分は、主に本社ビルの地代賃貸等であります。

２．売上高には役務収益を含めております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 342

「その他」の区分の利益 5

セグメント間取引消去 0

全社費用（注） △427

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失 △79

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

「産業エネルギー」セグメントにおいて、株式会社グロー・ガステックの株式取得に伴い、負ののれん発生益を

計上しております。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては87百

万円であります。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）１
合計産業

エネルギー
建設資材

生活

サポート
計

売上高       

外部顧客への売上高 20,47414,654 7,185 42,313 11 42,325

セグメント間の内部

売上高又は振替高
154 0 4 159 － 159

計 20,62814,654 7,190 42,473 11 42,485

セグメント利益又は

損失（△）
258 96 △56 298 11 310

（注）１．「その他」の区分は、主に本社ビルと駐車場の地代賃貸等であります。

２．売上高には役務収益を含めております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 298

「その他」の区分の利益 11

セグメント間取引消去 △0

全社費用（注） △446

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失 △136

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認め

られないため注記を省略しております。

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認め

られないため注記を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自平成23年７月１日　至平成23年９月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 6円55銭 4円09銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（百万円） 131 79

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 131 79

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,119 19,492

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成23年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………83百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………４円25銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月６日

（注）　平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月10日

上原成商事株式会社

　取締役会　御中

京都監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高津　靖史　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　眞吾　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている上原成商事株式会社

の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、上原成商事株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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